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はじめに 

 
 教育基本法の改正（平成１８年１２月）を受けて、地方教育行政の組 
 
織及び運営に関する法律（地教行法）の一部改正が行われ、平成２０年 
 
４月から、「教育委員会は、毎年その権限に属する事務の管理及び執行 
 
の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、 
 
議会に提出するとともに公表しなければならないこと」とされました。 
 

また、点検及び評価を行うにあたっては、教育に関し学識経験を有す 
 

者の知見を活用することとしています。 
  

これを受けて、藍住町教育委員会では、事務･事業の点検及び評価を行 
 
い、教育行政サービスの資質の向上と効率化の実現、徹底したコスト削 
 
減を進めるために、藍住町教育委員会評価システムを導入することにい 
 
たしました。この評価システムを十分活用し、事務の再点検･再確認を行 
 
うとともに厳しい財政状況における効果的な町民サービスを実現させ、 
 
町民のニーズを的確に把握するよう努力していきます。 
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１ 藍住町教育委員会評価システムの流れ 
 

評価は各事業について、所管課が評価シートを作成することから始まり、行

政内部による評価を行います。この行政内部による評価内容について、町民や

学識経験者で構成される「藍住町教育委員会評価委員会」から評価内容の客観

性の検証と、改善に対する助言等をいただきます。 
また、公表により町民の皆さんからいただく意見、要望も参考にし、今後の

事業計画に反映していきます。以上のサイクルを毎年繰り返すことで、事業の

改善を進め、町民のニーズに沿った教育行政の運営に努めます。 
 
（１）評価システムの流れ  
 

  【各課】 
  評価シートの作成 
  事務事業の点検･評価 

 

  【各課】事業実施  

                           ↑  
                ↓ 

 

 【各課】事業計画 
   予算･施策に反映 

 
 

  【各課】 
   評価シートとりまとめ 

 

                            ↑  
                 ↓ 

 

 
     町民意見等 

 
 

   藍住町教育委員会評価委員会 
     評価について報告 
     意見、助言をもらう 

 

                       ↑  
                 ↓ 

 

 【委員会】評価結果公表 
  広報・HP等への掲載 

 

  【各課】評価シート修正 
  評価委員会からの意見を受け 
   評価シートを修正する 

 

 

 
                 ↓ 

 

 
   議会へ提出･報告 

 
 

  【委員会】最終取りまとめ 
   評価報告書作成 
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２ 事業の評価 
 
（１）評価項目 
 ①必要性 

現在の町民のニーズや社会情勢等に照らして、事業の必要性があるかど 
うか、状況の変化に対応しているかどうかを評価します。 

 
 ②有効性 

施策や運営方針、町で策定した総合計画の目的の実現にどの程度寄与し 
ているかを評価します。 

 
 ③経済･効率性 

事業コストがかかりすぎていないか、最小の経費で最大の効果を発揮し 
ているか、無駄がないかなど、経済性の面から評価します。また、事務作業

に無駄がないか、更なる効率化が図れないかを評価します。 
 
 ④目標達成度 

目標の達成状況を評価します。併せて、目標の設定水準が適切かどうか 
も検討します。 

 
◎総合評価 

事業の各評価項目を勘案し、総合的に評価を行います。 
総合評価のランク 

 

 Ｓ  優れた取組が多く、予想以上の成果が上がっている  

 Ａ  優れた取組が多く、十分成果が上がっている  

Ｂ  着実に取組ができており、成果が上がっている 

Ｃ  成果が十分上がっておらず、改善の余地が多い 

Ｄ  成果がほとんど上がっておらず、抜本的な見直しが必要 

 
 
（２）判定説明及び考察 

各評価項目の評価結果の総括や、今後の課題や抱えている問題などにつ 
いて、事業全体の視点から促えた総合的なコメントを記入する。特に課題や

問題点が明確になるよう留意します。 
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（３）事業の方向性 
上記の評価結果を踏まえて、今後どのように事業を進めるかを選択します。 

 
３ 評価結果の公表 

公表に際しては、各課の評価シートを基に総括のページを取りまとめ評価

報告書を作成し、議会へ報告します。また、各評価シートは町ホームページ

に掲載し、町民からの意見も広く聴取します。 
 
４ ＰＤＣＡサイクルの確立に向けて 

教育委員会制度は、首長から独立した合議制の教育委員会が決定する教育

行政に関する基本方針のもと、教育長及び事務局が広範かつ専門的な具体の

教育行政を執行するものです。 
これまでも、施策や事業を「計画（Plan）」するときには、必要な検討を

行い「実施(Do）」してきましたが、町民生活を取り巻く環境も大きく変化

し、町教育行政に対する町民ニーズも多様化･複雑化する中で、既存の施策

や事業の効果が現時点でも十分に表れているか、町民の役に立ち町民満足度

を高めているかなどを、その成果を検証して「評価（Check）」し、着実に

「改善（Action）」していかなければなりません。 
予算や人員など経営資源の配分、施策や事業の選択と重点化などの判断を

行う上でも、行政評価の成果を十分活用し、改革･改善を進めていくことが

望まれます。 
 
 

     Plan 
   計 画 

 

 
 
 

   Action 
  改 善 

     Do 
   実 施 

 

 
 
  

    Check 
   評 価 
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教育委員会の活動状況 

 

１ 教育委員会の会議等開催状況 

 ◎ 毎月１回定例会を開催し、必要に応じて臨時会を開催した。 

（１）令和５年度の会議開催状況 
 

区分       月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 計 

定例教育委員会 １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １２ 

臨時教育委員会            １   １

計 １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ ２ １３ 

 

 

２ その他の活動 

（１）行事・研修会等への参加 

  ○ ４月  ３日  教職員着任式                町教育委員会 

  ○ ４月  ５日  徳島県・市町村教委教育行政連絡協議会    県立総合教育センター 

  ○ ４月１１日  町内小学校・中学校入学式               各小中学校 

  ○ ４月１２日  町内幼稚園入園式              各幼稚園 

  ○ ４月２１日  徳島県市町村教育委員会連合会定期総会 

並びに研修会                徳島市役所 

  ○ ５月２２日  学校（園）長との意見交換会         町教育委員会 

○ ５月３１日  板野郡町教育委員会連絡協議会総会      藍住町総合文化ホール 

○ ６月１９日  藍住西幼・西小学校訪問           西幼稚園・西小学校 

○ ７月 ６日  藍住東幼・東小学校訪問           東幼稚園・東小学校 

  ○ ８月 ４日  板野郡町教育委員会連絡協議会研修会      北島町創世ホール 

  ○ ８月２３日  藍住町総合教育会議              町教育委員会 

  ○ ９月２１日  藍住南幼・南小学校訪問           南幼稚園・南小学校 

  ○１０月２０日  藍住東中学校訪問              東中学校 

  ○１１月 ９日  令和５年度徳島県・市町村教育委員会 

           教育委員等研修会              オンライン会議 

  ○１１月１６日  藍住北幼・北小学校訪問           北幼稚園・北小学校 

  ○１２月１８日  藍住中学校訪問               藍住中学校 

5



 
 

  ○ １月 ７日  令和６年藍住町二十歳のつどい        藍住町総合文化ホール 

○ ２月 ８日  学校（園）長との意見交換会                  町教育委員会 

  ○ ３月 ８日    町内中学校卒業式                   各中学校 

  ○ ３月１４日    町内小学校卒業式                   各小学校 

  ○ ３月１５日    町内幼稚園修了式                   各幼稚園 

  ○ ３月２２日  教職員離任式                町教育委員会 
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教育委員会事業の評価について 

 
この事業評価は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定により実施する

ものです。 
・各担当者は、添付の事業評価シートの各項目（前年度の内容が入っています。）について、

現状を踏まえて内容の見直しを行い、必要な修正を行ってください。 
・事業コスト、事業実績の令和５年度分を記入しください。 
・総合評価欄のランクは、次のとおりです。 

Ｓ：優れた取組が多く、予想以上の成果が上がっている 

Ａ：優れた取組が多く、十分成果が上がっている 

Ｂ：着実に取組ができており、成果が上がっている 
Ｃ：成果が十分上がっておらず、改善の余地が多い 
Ｄ：成果がほとんど上がっておらず、抜本的な見直しが必要 

 

 

【学校教育課】 
事業

番号 事    業    名 所轄等 評価 

1 就学援助事業 学校教育課 Ｂ 

2 教育支援事業 〃 Ａ 

3 幼稚園での預かり保育事業 〃 Ｂ 

4 不登校児童生徒を対象にする教育支援センター事業 〃 Ａ 

5 外国語指導事業 〃 Ｂ 

6 情報教育機器整備事業 〃 Ａ 

7 学校施設環境改善事業 〃 Ａ 

8 不審者対策事業 〃 Ｂ 

9 不審者情報共有システム活用事業 〃 Ａ 

10 特色あるあいずみ教育推進事業 〃 Ａ 

11 学校給食事業 〃 Ｂ 

12 生徒指導支援事業 〃 Ｂ 

13 特別支援事業 〃 Ａ 

14 藍住町中学生海外派遣事業 〃 Ａ 

15 藍住町実用英語技能検定受検奨励事業 〃 Ｂ 
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【社会教育課】 

事業

番号 事    業    名 所轄等 評価 

16 青少年健全育成事業 社会教育課 Ｂ 

17 生涯学習事業 〃 Ｂ 

18 教養講座事業 〃 Ｂ 

19 図書館資料の充実事業 〃 Ａ 

20 図書館における文化・芸術活動の充実事業 〃 Ｂ 

21 文化・芸術活動の充実事業（文化ホール） 〃 Ｂ 

22 人権教育・人権啓発の推進事業 〃 Ａ 

23 保健体育事業 〃 Ｂ 

24 社会体育、施設開放事業 〃 Ｂ 

25 スポーツ普及活動支援事業 〃 Ｂ 

26 史跡勝瑞城館跡保存活用事業 〃 Ｂ 

27 文化資源保存活用推進事業（日本遺産、奥村家住宅、犬伏家住宅） 〃 Ａ 
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令和５年度

単位

千円

人

人

人

総合評価

判定説明
及び考察

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　就学に必要な経費を補助し、保護者等の経済的負担を軽減することで、教育機会均等の保持を
図ることができている。
  認定児童生徒数に増減はあるが、概ね横ばいであるため、事業の継続が必要である。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

中学校 133 133 123

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

就学援助費支給額 30,332 29,996 29,135

378 370

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

355

小学校 245 237 232

就学援助認定児童生徒数

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 30,332 29,996 29,135
（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 30,273 29,971 29,029

事業の対象 　生活保護法6条第2項に規定する要保護者とこれに準ずる程度に困窮している者

総合計画の
主要施策名

　低所得者福祉の充実
根拠法令 地教行法第２１条第１９号

事業番号 1

事業の目的
　経済的理由で就学困難な児童・生徒の保護者に対し教育に必要な経費を援助することに
より、保護者の経済的な負担を軽減し、義務教育の円滑な実施に資する。

事業の内容
　生活に困窮していると認めた児童・生徒に対し、学用品費、新入学学用品費、学校給食
費、修学旅行費、医療費等の給付金を支給する。

事業評価シート

事務事業名 　就学援助事業 担当課名 学校教育課

9



令和５年度

単位

人

人

人

総合評価

判定説明
及び考察

Ａ 優れた取組が多く、十分成果が上がっている

　特別な支援を必要とする幼児･児童・生徒は年々増加、多様化しており、各園・学校では、特別支援教育コーディ
ネーターを中心に、保護者の理解を得られるよう連携を図り、校（園）内委員会が機能していくよう努力するなど、同
コーディネーターの役割がますます重要になっている。教育委員会では、地域連携協議会やワーキンググループ・教育
支援調査員の教職員を中心に、幼小中の教職員が連携を図りながら発達検査の実施について協議するとともに、教育支
援や子どもの将来を見据えた適切な就学に向け努力した。専門的知識を有する教育支援委員及び調査員の確保など、今
後も教育支援の推進を継続する必要がある。また、認可保育園の設置により、保育園５歳児についても教育支援の必要
性があるため、就学に向けての支援を切れ目なく行っていく。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

知的発達スクリーニング検査 380 396 390

28 45

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

15

教育支援委員会（審議） 72 82 93

個別検査（就学指導）

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 51 71 77

（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 51 71 77

事業の対象 　保育園児・幼稚園児・小学生・中学生

総合計画の
主要施策名

　特別支援教育の充実
根拠法令 地教行法第２１条第４号

事業番号 2

事業の目的 　関係機関と連携し、適切な教育支援の推進を図る。

事業の内容
　町教育支援委員会を計画的に運営し、関係機関（保・幼･小･中・県教委・療育機関 等）と連携を密
にし、適切な教育支援・就学の推進ができるようにする。

事業評価シート

事務事業名 　教育支援事業 担当課名 学校教育課
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令和５年度

単位

人

人

総合評価

判定説明
及び考察

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　認可保育園の設置により、入園児数は減少傾向が見られるが、幼児教育・保育の無償化に伴い、預かり保
育参加数には大きな減少が見られない状況が続いており、さらに、特別な支援を必要とする園児の参加が増
加している。各園では、預かり保育の充実に向け、指導計画の作成や日々の保育の見直しなど、努力をして
いるところである。長時間を幼稚園で過ごすため、幼児の心の安定を図り、さらに安全面や家庭との連携等
に配慮した保育活動が求められている。近年の保育士不足により、教員一人一人の仕事量が増加し、心身の
疲労が増しており、教員の働き方改革は進まない現状である。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

平常日預かり保育参加者 521(83.8%) 445(80.2%) 410(77.7%)

58 50

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

61土曜日預かり保育参加者

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 11,038 6,386 8,286
（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 11,038 6,386 8,286

事業の対象 　幼稚園児

総合計画の
主要施策名

　幼児教育の充実
根拠法令 地教行法第２１条第５号

事業番号 3

事業の目的 　保護者が、安心して子どもを通園させ、子育てと仕事が両立できるような支援をする。

事業の内容
　幼稚園での通常保育終了後や長期休業日等に、保育に欠ける幼児を幼稚園で預かり保育
をする。

事業評価シート

事務事業名 　幼稚園での預かり保育事業 担当課名 学校教育課
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令和5年度

令和５年度決算

単位 令和５年度実績

人 3

人 （無償）6

人 103

人 44

総合評価

判定説明
及び考察

Ａ 優れた取組が多く、十分成果が上がっている

　不登校児童生徒数及び在宅不登校児童生徒数は、令和4年度に続き増加している。登校児童・
生徒対応連絡協議会では、関係部署が情報共有を行い、スクールカウンセラー、スクールソー
シャルワーカー、青少年相談室等の相談体制の充実を図り、個々の実情に応じた対応を行ってい
る。キャロッ子学級では、元教員や塾講師、農業体験活動の支援ができる人といった熱心な地域
ボランティアの力もあり、キャロッ子学級での活動は、一層充実している。また、令和5年度に
は、不登校生徒の登校復帰を目的とし、両中学校に校内教育支援センターの設置を行った。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

　うち　年度末在宅不登校児
童生徒数

30 34

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績

適応指導教室　教育相談員 3 3

（無償）9

不登校（年間３０日以上）児
童生徒数

52 80

地域ボランティア（ｷｬﾛｯ子学
級支援員）

　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

　　あまりできていない

（無償）9

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　あまり寄与していない 　　できていない

　　できていない

　　十分できている 　　できている

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 6,194 6,725 6,975
（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 6,194 6,725 6,975

事業の対象 　藍住町内の不登校児童・生徒

総合計画の
主要施策名

　教育体制の充実
根拠法令 地教行法第２１条第５号

事業番号 4

事業の目的
　不登校児童生徒の相談相手になり、集団生活への適応指導及び体験活動・学習活動を通
して心の安定を図り、自立心や社会性を育成する。

事業の内容

　独立施設の適応指導教室を、子どもたちの「心の居場所」や「学力確保の場」の拠点と
して、家庭・学校・専門機関と連携を図り、再び学校へ登校するための支援をする。

事業評価シート

事務事業名
不登校児童生徒を対象にする教育支援
センター（適応指導教室）事業

担当課名 学校教育課
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令和５年度

単位

勤務日

勤務日

勤務日

勤務日

総合評価

判定説明
及び考察

　外国語指導助手による授業等を通じ、英語に触れ、国際的な関心や興味をもつことができてい
る。また、小学校では、3、4年生における外国語活動、5、6年生における教科「外国語」が実施
され、英語教育の早期化が図られており、今後一層、英語に慣れ親しんでいくことができるよう
に取り組んでいく必要がある。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　　あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少 　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

小学校勤務 各校１日／週 各校１日／週 各校１日／週

中学校勤務 各校４日／隔週

藍住町適応指導教室 半日／週 １日／週 １日／週

町民英会話講座
昼間14:00～15:30
夜間19:00～20:30

各校４日／隔週 各校４日／隔週

幼稚園勤務 各園半日／４週 各園半日／４週 各園半日／４週

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 10,850 10,850 10,850
（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 10,850 10,850 10,850

事業の対象 　幼児･児童・生徒

総合計画の
主要施策名

　教育内容の充実
根拠法令 地教行法第２１条第１９号

事業番号 5

事業の目的 　外国人指導助手の配置により、国際化時代に対応できる人材の育成に努める。

事業の内容 　各幼･小･中学校及びキャロッ子学級へ外国語指導助手を派遣する。

事業評価シート

事務事業名 　外国語指導事業 担当課名 学校教育課
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令和５年度

単位

千円

台

千円

台

千円

台

総合評価

判定説明
及び考察

　学校教育におけるICT化について、GIGAスクール構想に基づく一人一台端末及び普通教室への電子黒板の導
入が令和４年度に完了している。令和５年度は、機器を有効活用するため、児童生徒用タブレットの持ち帰り
に対応できるようクラウド型ドリルソフトを導入した。また、各小学校の教職員用校務パソコンを更新し職場
環境の改善を行った。
　機器更新や通信回線の向上、タブレットの持ち帰り対応など、さらなる環境改善に加え、令和７年度に児童
生徒用タブレットの更新を行わなければならない。相当の費用が必要となってくるが、児童生徒が時代に即し
たICT教育に触れることができるよう、一定の水準を確保し続けなければならない。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

Ａ 優れた取組が多く、十分成果が上がっている

　　あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

新規アプリケーション導入数 0 0 1

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少 　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

校務用コンピュータ端末更新台数 30 0 157

教育用コンピュータ端末更新台数 3,324 0 0

校務用コンピュータ関係事業費 2,925 0 2,731
事業実績・成果

（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

教育用コンピュータ関係事業費 277,856 12,937 8,933

教育アプリ・ソフトウェア更新事業費 2,320 12,596 14,329

（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 214,108 55,166 25,993

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 308,248 55,166 25,993

事業の内容 校務用コンピュータ、無線LAN、一人一台端末、電子機器(電子黒板、デジタルカメラ等)の整備・保守

事業の対象 藍住北小学校・藍住南小学校・藍住西小学校・藍住東小学校・藍住中学校・藍住東中学校

総合計画の
主要施策名

教育環境の充実
根拠法令 地教行法第２１条第７号

事業番号 6

事業評価シート

事務事業名 情報教育機器整備事業 担当課名 学校教育課

事業の目的 ICT教育に必要な設備の整備充実を図る。
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令和５年度

単位

千円

千円

千円

　　増加 　　横ばい 　　減少

総合評価

判定説明
及び考察

事業評価シート

事務事業名 学校施設環境改善事業 担当課名 学校教育課

事業の対象 北幼・南幼・西幼・東幼・北小・南小・西小・東小・藍中・東中

総合計画の
主要施策名

教育環境の充実
根拠法令 地教行法第２１条第７号

事業番号 7

事業の目的
老朽化した学校施設の改修を、｢藍住町学校施設長寿命化計画｣に基づき行い、将来にわたり
安全安心な教育環境の確保に努める。

事業の内容 長寿命化、老朽施設の改修工事を実施

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 534,545 249,862 26,722
（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 416,021 187,781 26,772

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

幼稚園の維持修繕改修費 35,021 10,300 5,872

小学校の維持修繕改修費 443,724 44,704 16,729

中学校の維持修繕改修費 55,800 194,858 4,171

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　休止、廃止を検討する

Ａ 優れた取組が多く、十分成果が上がっている

｢藍住町学校施設長寿命化計画｣に基づき、計画的に老朽化、長寿命化対策を推進している。令和５
年度については、藍住北小学校プールろ過器の修繕が完了したが、近年の気候変動により熱中症の
危険性が高まるなど、新たな課題も発生しており、児童生徒が、安心安全に学習できる環境を継続
して整えていく必要がある。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する
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令和５年度

単位

台

台

台

台

台

台

台

千円

総合評価

判定説明
及び考察

　校内の安全のためには外からの不審者の侵入を察知することが重要で、防犯カメラ等の設置に
より不審者の侵入や悪質ないたずらの抑止効果が表れている。また、地域住民有志による児童下
校時見守り活動は、防犯・交通安全効果のほか日常の声かけを通じて児童と地域住民の交流につ
ながり、教育的効果をもたらしている。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　　あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少 　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する

見守り巡視員バイク更新 0

児童下校時見守り事業 1,011 992 983

0 4

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

藍住北小学校　防犯カメラ台数 7 7

藍住南小学校　防犯カメラ台数 8 8

藍住西小学校　防犯カメラ台数 6 6

藍住東小学校　防犯カメラ台数 5 5

藍住中学校　防犯カメラ台数 35 35

藍住東中学校　防犯カメラ台数 26 2616

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 2,845 13,522 1,903
（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 2,826 9,826 1,884

7

8

6

5

35

事業評価シート

事務事業名 　不審者対策事業 担当課名 学校教育課

事業の対象 　各幼・小・中学校

総合計画の
主要施策名

　教育環境の充実
根拠法令 地教行法第２１条第９号

事業番号 8

事業の目的 　子どもたちを不審者から守り、安全な学校生活を送ることを目的とする。

事業の内容 　防犯カメラ・フェンス整備、児童下校時見守り活動
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令和５年度

単位

人

人

人

人

総合評価

判定説明
及び考察

事業評価シート

事務事業名 　不審者情報共有システム活用事業 担当課名 学校教育課

事業の対象 　町内園児・児童・生徒の保護者

総合計画の
主要施策名

　情報共有システムの整備と活用
根拠法令 地教行法第２１条第９号

事業番号 9

事業の目的 　不審者情報等を有効かつ迅速に発信し、子どもの安全を守る。

事業の内容 　情報共有システムを構築し、不審者情報・学校行事等を園児・児童・生徒の保護者に周知する。

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 264 264 264
（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 264 264 264

2,137

　生徒保護者（概数） 1,033 985 1,012

　児童保護者（概数）

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

　合　計 3,753 3,624 3,694

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

　園児保護者（概数） 616 524 545

2,104 2,115

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

Ａ 優れた取組が多く、十分成果が上がっている

　文書による伝達方法では、保護者に伝わるまでに１日以上経過してしまうことから、メールによる配信を利
用しリアルタイムに情報提供を行い、子どもの安全確保に努めている。未登録の保護者が少数いるが、ほとん
どの保護者が登録している。新たな保護者向け情報配信システムを令和５年度途中に導入し、令和６年度から
配信を開始している。これにより、利便性の向上が図られるため、より一層の活用が期待される。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する
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令和５年度

単位

千円

千円

千円

千円

千円

千円

総合評価

判定説明
及び考察

事業評価シート

事務事業名 　特色あるあいずみ教育推進事業 担当課名 学校教育課

事業の対象 　藍住北小学校・藍住南小学校・藍住西小学校・藍住東小学校・藍住中学校・藍住東中学校

総合計画の
主要施策名

　教育内容の充実
根拠法令 地教行法第２１条第５号

事業番号 10

事業の目的
　学校と地域の良好な関係を構築し、特色ある学校づくりを目指し、次代を切りひらく児
童・生徒を育成する。

事業の内容
　地域の方や専門的知識・技能の保有者を講師に迎え、阿波踊り・藍染・水辺の環境・農
業体験など地域に根ざした幅広い学習活動の実施

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 1,842 1,421 1,532
（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 1,842 1,421 1,532

433 256 293

藍住西小学校・特色活動事業費 362 362 361

藍住南小学校・特色活動事業費

377 432

藍住中学校・特色活動事業費 125 125 125

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

藍住東中学校・特色活動事業費 105 87 60

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

藍住北小学校・特色活動事業費 385 214 261

藍住東小学校・特色活動事業費 432

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

Ａ 優れた取組が多く、十分成果が上がっている

　各学校が策定した事業計画に基づき予算を配分し、学校が主体的に取り組めるようにしてい
る。
　小学校については、体験授業の外部講師依頼のほか、特別活動から発展して藍染め作品製作や
阿波踊り、ファンファーレバンドなど、各校が継続して取り組んでいる特色を生かした教育活動
が展開できている。中学校については、小学校ほどの特色ある活動に至らないが、主に外部講師
依頼などで部活動の推進を図っている。キャリア教育の推進に向けて地域の機関や事業所との連
携を深めた。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する
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令和５年度

単位

Ｋｇ

千円

日

総合評価

判定説明
及び考察

事業評価シート

事務事業名 　学校給食事業 担当課名 学校教育課

事業の対象 　幼・小・中学校児童生徒

総合計画の
主要施策名

　教育内容の充実
根拠法令 地教行法第２１条第１１号

事業番号 11

事業の目的
　学校給食の施設整備と充実を図り、健全な心身を養うための安全でおいしい給食運営を
図ることを目的とする。

事業の内容 　学校給食の調理

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 216,196 223,445 244,249
（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 0 0 0

170

「食育の日」の実施日数 11 11 11

町内産野菜の購入金額

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

町内産米の給食への使用量 41,240 39,800 39,920

6,675 57

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　地産地消に取り組み、地元産の食材を多く使用するなど、食の安全に考慮した。郷土料理や季節行
事を献立に取り入れるなどの工夫をしている。今後も安全でおいしい給食運営に努めていく。町内産
野菜の購入金額については、産業支援室と連携して、積極的に町内産野菜を取り入れていく予定であ
る。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する
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令和５年度

単位

件

件

人

人

総合評価

判定説明
及び考察

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　本町の児童生徒はかつてのような生徒指導上の非行は、減少してきた。近年は、不登校やいじめ、
ゲーム依存、SNSの不適切な使用など一部に新しい問題が起きている。現在、子どもたちの自己肯定感
を高めることで、問題行動を減少させ、望ましい行動を増やすことを目指している。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

出席停止措置数（延べ人数） 0 0 1

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

暴力行為発生件数 20 17 35

44 96

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

130

不登校児童生徒数 52 80 103

いじめ認知件数

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 1,030 571 1,582
（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 1,030 571 1,582

事業の対象 　町内幼稚園・小中学校

総合計画の
主要施策名

　教育の充実
根拠法令 地教行法第２１条第５号

事業番号 12

事業の目的
　いじめ、暴力行為などの問題行動に対応し学校が抱える課題に係る未然防止、早期発見
の対応

事業の内容
　青少年対策監・学校支援員を１名ずつ配置し、教職員と連携して問題行動を起こす生徒
への指導・助言や町内巡回を行う。青少年対策監は警察OB・OGを起用しており、警察署や
児童相談所との調整連絡役を担当する。

事業評価シート

事務事業名 　生徒指導支援事業 担当課名 学校教育課
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令和５年度

単位

千円

千円

総合評価

判定説明
及び考察

Ａ 優れた取組が多く、十分成果が上がっている

　特別な支援を必要とする園児・児童・生徒が増加し、支援員、加配職員の役割が重要になって
いる。教育委員会でも支援員、加配職員を対象に、一人一人の子どもに適切な指導を行うための
研修会等を実施し、スキルアップを図っているところであるが、十分な研修時間の確保が困難な
状況に加え、支援員不足が切実である。引き続き支援員、加配職員の確保に努め各学校（園）に
配置し、更に充実した特別支援教育の体制を整えていくことに努めたい。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

特別支援教育支援員の配置
小中学校計16名

16,249 13,095 29,125

59,126 64,700

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

74,973

（年度により特別支援を必要とする
園児、児童が増減するため職員も増
減し決算額も変動する）

特別支援加配職員の配置　各
幼稚園計35名(実績額は、
　会計年度任用職員分のみ計上)

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 75,375 77,795 104,098

（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 75,375 77,795 104,098

事業の対象 　幼稚園・小学校・中学校における特別支援を必要とする園児・児童・生徒

総合計画の
主要施策名

　教育体制の充実
根拠法令 地教行法第２１条第５号

事業番号 13

事業の目的 　各学校の特別支援学級の円滑な運営及び幼稚園における支援体制の充実

事業の内容
　各学校の支援学級に町雇用支援員を配置、幼稚園には加配職員を配置し、きめ細やかな
支援をする。

事業評価シート

事務事業名 　特別支援事業 担当課名 学校教育課
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令和５年度

単位

人

総合評価

判定説明
及び考察

Ａ 優れた取組が多く、十分成果が上がっている

　中学生が海外でホームステイを体験することにより、外国の生活、習慣、文化、考え方の多様性など、国際的な
視野を持って活躍できる人材を育成する必要がある。令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の蔓延により事業
を中止したが、令和５年度からは事業を再開し、１２名の生徒をオーストラリアに派遣することができた。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

藍住町中学生海外派遣事業 0 0 12

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 0 0 7,328

（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 0 0 7,328

事業の対象 　藍住中学校・藍住東中学校の２年生

総合計画の
主要施策名

　中学生の英語教育の充実
根拠法令 地教行法第２１条第１９号

事業番号 14

事業の目的
　藍住町の将来を担う中学生を海外に派遣し、国際的な視野を持って活躍できる人材を育成することを目的とす
る。

事業の内容
　藍住中学校・藍住東中学校の２年生を海外に派遣することによって、外国の生活、習慣、文化、考え方の違い
等を体験することによって、国際感覚の基礎を培うとともに、国際的な視野を持って活躍できる人材を育成す
る。

事業評価シート

事務事業名 　藍住町中学生海外派遣事業 担当課名 学校教育課
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令和５年度

単位

人

人

総合評価

判定説明
及び考察

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

43藍住東中学校

令和５年度実績

藍住中学校 0 0 28

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績

事業実績・成果
（指標）

0 0

352

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 0 0 352
（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 0 0

事業の対象
　藍住中学校及び藍住東中学校に在籍し、実用英語技能検定３級以上を受験した生徒の保
護者

総合計画の
主要施策名

　中学生の英語教育の充実
根拠法令 地教行法第２１条第１９号

事業番号 15

事業の目的 　町立中学校に在籍する生徒の英語力及び学習意欲の向上を図ることを目的とする。

事業の内容
　町立中学校に在籍する生徒が中学校を通して実用英語技能検定３級以上の受験の申込み
を行い、受験した生徒の保護者に対して実用英語技能検定の検定料を補助する。

事業評価シート

事務事業名 　藍住町実用英語技能検定受験奨励事業 担当課名 学校教育課

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少 　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

　実用英語技能検定の検定料を補助することで、受験しやすい環境を整えることができている。
令和５年度から開始した事業であり、受験状況を注視しながら、今後は各中学校と連携し、受験
者数を増やせるように努める。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する
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令和５年度

単位

千円

千円

千円

総合評価

判定説明
及び考察

  令和元年度に、児童・生徒及び保護者等のための身近な窓口として藍住町青少年相談室を設置し、関係機関と連携し
て対応に当たっている。また、「藍住町家庭教育７箇条」「携帯・スマホ等の安心・安全・適正使用宣言」を掲載した
クリアファイルを小中学校の新１年生に配付するなど、健全育成に係る各種広報啓発活動を行っている。
  令和３年度からは同相談室が補導センター業務を担い、補導活動や青少年健全育成条例に基づく立入調査など、非行
防止活動や有害環境浄化活動も実施している。
  今後は、不登校やいじめ児童虐待のほか、SNSを介したトラブルや被害等、単一機関では対応困難な事案も増加してい
る現状を鑑み、多機関連携のもと対応することが重要である。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

339

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少 　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

青少年健全育成会議補助金 219 300 300

板野西部青少年補導センター　負担金 0 0 0

青少年相談室 159 269

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 1,030 1,186 1,582

（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 997 1,154 1,553

事業の対象 　町内の幼･小･中学生

総合計画の
主要施策名

　青少年の健全育成
根拠法令 地教行法第２１条第１２号

事業番号 16

事業の目的
　青少年が、様々な悩みや葛藤を経験しながら、自己を確立し、社会的に自立した大人に成長していけるよ
う、藍住町青少年健全育成会議や青少年相談室などを中心に、健全育成事業を推進する。

事業の内容
　藍住町青少年健全育成会議などを中心に、学校、関係団体が連携し、街頭補導の実施や、健全育成のための
講演会、広報活動を実施する。また、青少年関係団体の支援を行う。

事業評価シート

事務事業名 　青少年健全育成事業 担当課名 社会教育課
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令和５年度

回／人

回／人

回／人

人

人

人

総合評価

判定説明
及び考察

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　近年、地域住民間におけるコミュニケーションの不足など、近隣住民の関係の希薄化が進むなかで、親子のふれあい
や、異世代間の交流、ボランティアの活躍の場を提供している行事には定評があり、今後も継続していくことが期待さ
れる。コロナ禍により中止していたこのような行事も、令和５年度において再開したものが多く、しだいに定着してき
ている。
　また、読書活動については、各幼稚園、小学校での取り組みはできているが、実行委員会としての活動が低迷してい
るため、ボランティアグループの支援等、活動を行っていく。
　今後は、従来からの問題である指導者及びボランティアグループの高齢化による後継者不足や人材育成などの解決を
図る。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少 　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

248 168

ブックスタート（読み聞かせ） 0 206 260

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

こどもﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ・春行事 1/0（無観客開催） 1/208 2/163

読書講演 0 0 0

ブックスタート（絵本贈呈） 235

（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 0 602 857

事業コスト 　事業費（千円） 0 602 857

事業の対象 　全町民

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業の目的
　民間指導者や生涯学習ボランティアの発掘・育成に努めるとともに、ニーズに応じた生涯学習活動の支援や
町民の学習成果を社会に還元する機会や場所を提供することを目的とする。

事業の内容 　生涯学習活動の機会や場所の提供をすることにより、支援の充実を図る

総合計画の
主要施策名

　生涯学習の充実
根拠法令 地教行法第２１条第１２号

事業番号 17

事業評価シート

事務事業名 　生涯学習事業 担当課名 社会教育課
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令和５年度

単位

延べ人数

生け花 延べ人数

延べ人数

延べ人数

延べ人数

陶芸 延べ人数

トールペイント 延べ人数

俳句 延べ人数

延べ人数

文化箏 延べ人数 81

ポーセラーツ 延べ人数

藍染 延べ人数

インスタ入門 延べ人数

多肉ボードアレンジ 延べ人数

プリザーブドフラワー 延べ人数

ほのぼの色鉛筆 延べ人数

総合評価

判定説明
及び考察

事業評価シート

事務事業名 　教養講座事業 担当課名 社会教育課

事業の目的 　知識や技能の習得する場を提供することにより、町民の生きがいづくりを支援する。

事業の内容 　生涯学習の機会と内容の充実

事業の対象 　全町民

総合計画の
主要施策名

　生涯学習の充実
根拠法令 地教行法第２１条第１２号

事業番号 18

（一部事業以外は
人件費を除く） 　うち一般財源等（千円） 2,979 2,119 2,137

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 2,979 2,119 2,137

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

絵手紙 6

293

オカリナ 334 253 205

筆ペン 138 269 229

280 260

英会話 665 618 464

ハワイアンフラ（フラダンス） 445 722 621

236 349 357

254 275 354

87 100

101 172 128

123

74 55 70

25

21

9

33

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少 　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　 あまりできていない 　　できていない

　生涯学習の場であることを踏まえ、令和５年度は期間が短く受講しやすい短期講座を新たに実施するなど、幅広い講
座の開設に努めた。
　当該講座で学んだことを講座外での継続的な活動につなげている方も多く、町民の学習の契機となっていることが伺
える。今後も町民のニーズに応じた講座の開設に努める。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する
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令和５年度

単位

冊

冊

冊

冊

人

総合評価

判定説明
及び考察

トイレ改修工事のため、１月に蔵書点検と併せて約１カ月休館した。
そのため貸出冊数は減少しているるが、予約・リクエスト数及び登録者数は増加している。
なかでも手軽にできるインターネットや電話のよる予約が圧倒的に多く、利便性が好評である。
今後も利用者のニーズに応じていけるよう質の高い図書館サービスに努め、もっと気軽に利用できる図書館を目指す。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

Ａ 優れた取組が多く、十分成果が上がっている

　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　 あまりできていない 　　できていない

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少 　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

図書購入 3,642 3,427 3,315

蔵書冊数 147,840

予約・リクエスト数 6,991 7,126 6,645

登録者数 19,856 20,306 20,694

141,818 138,489

貸出冊数 173,104 173,511 163,474

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 6,001 7,200 6,001

（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 6,001 7,200 6,001

事業の対象 　全町民

総合計画の
主要施策名

　生涯学習施設・設備の充実
根拠法令 地教行法第２１条第１９号

事業番号 19

事業の目的 　町民の読書に対する支援・調査研究に対する支援

事業の内容 　図書館資料の充実

事業評価シート

事務事業名 　図書館資料の充実事業 担当課名 図 書 館
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令和５年度

単位

回

回

回

回

回

総合評価

判定説明
及び考察

　夏休みに合わせて人形劇上演や工作教室を開催し、図書館利用者にも好評だった。
　読書会や図書の展示といった小規模な文化活動を開催した。
　読み聞かせの講習会は、都合により開催を見送った。講師の選定が課題である。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　 あまりできていない 　　できていない

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少 　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

各種展示会 5 6 5

各種講座 0

大人向け催し 1 1 1

読書会 3 4 4

1 0

子ども向け催し 0 1 1

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 0 170 117

（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 0 170 117

事業の対象 　全町民

総合計画の
主要施策名

　文化・芸術活動の推進
根拠法令 地教行法第２１条第１２号

事業番号 20

事業の目的 　心の豊かさやゆとりを実感・体験する機会の拡充

事業の内容 　展示会等優れた文化・芸術に接する場の提供

事業評価シート

事務事業名 　図書館における文化・芸術活動の充実事業 担当課名 図 書 館
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令和５年度

単位

回/人

人

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

総合評価

判定説明
及び考察

事業評価シート

事務事業名 　文化・芸術活動の充実事業（文化ホール） 担当課名 社会教育課

事業の対象 　全町民及び文化愛好家

総合計画の
主要施策名

　文化･芸術活動の推進
根拠法令 地教行法第２１条第１２号

事業番号 21

事業の目的
　町民に心の豊かさやゆとりを実感・体験する機会を創出するとともに、町民一人一人が文化や伝統を尊重す
る心を育むことができるよう、文化芸術活動を推進する。

事業の内容 　文化芸術活動の推進及び文化・芸術活動団体等の育成

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 680 2,900 1,000

（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 680 2,900 1,000

1,500 1,156
事業実績・成果

（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

総合文化ホール自主事業 36　/　5,313 36　/　6,438 38　/　5,502

あいずみ文化祭 560

事業の評価

　　増加 　　横ばい 　　減少 　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　 あまり寄与していない

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　 あまりできていない 　　できていない

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　十分できている 　　できている 　　 あまりできていない 　　できていない

　令和元年11月に開館した総合文化ホールを文化振興の拠点とし、様々な事業を実施している。
　ホールの自主事業として本格的な芸術文化公演を開催している。大ホールの貸館利用増加に伴い、大ホールでの自主
事業が減少し、小ホールでの自主事業が増加したため、参加人数は減少している。貸館と自主事業のバランスを考慮し
ながらの事業展開に努める。
　学校での音楽公演やワークショップも実施し、次代を担う子ども達に本物の芸術を体験する機会を創出した。
　文化団体への支援により、あいずみ文化祭が開催された。各団体の日頃の練習等の成果発表の場を提供し、文化活動
の活性化を図った。
　今後も継続した事業の実施により町の文化振興を図る。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する
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令和５年度

回／人

回／人

回／人

回／人

回／人

総合評価

判定説明
及び考察

事業評価シート

事務事業名 　人権教育･人権啓発の推進事業 担当課名 社会教育課

事業の対象 　全町民

総合計画の
主要施策名

　人権教育・啓発の推進
根拠法令 地教行法第２１条第１２号

事業番号 22

事業の目的
　人権尊重のまちづくりをめざして、ライフサイクルに対応する学習の機会を提供し、指導者の育成・充実を
図る。

事業の内容
　藍住町人権教育推進協議会などを中心に、学校・幼稚園・保育所、町内事業所、役場など関係機関が連携し
ながら、人権教育及び啓発の推進に努める。

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 4,611 8,317 7,529

（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 4,470 8,119 7,376

3/470

人権講座 6/219 5/202 6/327

人権に関する講演会

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

職員研修
総務課

教育委員会で実施
総務課

教育委員会で実施
総務課

教育委員会で実施

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

識字学級 17/188 42/444 42/397

1/265 3/361

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

Ａ 優れた取組が多く、十分成果が上がっている

これまで同和問題、障がい者、女性など、様々な人権課題をテーマに講座や講演会等を実施してきた。
また、新型コロナウイルス感染者に対する差別やヤングケアラーの問題など、人権問題は社会情勢の変化に伴い、多様
化してきており、正しく理解することが求められる。全ての人権問題を自分の問題として捉えてもらうため、今後もこ
れらの啓発活動を継続する。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する
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令和５年度

単位

人

人

千円

千円

総合評価

判定説明
及び考察

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　あいずみファミリースポーツフェスティバルは、町民の生涯学習の一環として、「いつでも、どこでも、だれにでも
できる」スポーツ・レクリエーションを軸として、子どもから高齢者まで幅広く参加していただき、参加者数を増やし
ながらスポーツの推進をすることができた。今後は新しい形でのスポーツイベントの開催を模索していく。
　子どもから高齢者まで参加でき、無理なく自然体で体力づくりを図ってもらう目的でパークゴルフ場を開設（平成２
１年１０月）し、指定管理者により運営している。利用者増のため、指定管理者と連携を行いながら事業を進める。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

パークゴルフ場管理運営委託費 7,656 7,656 7,656

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

あいずみファミリ－スポ－ツフェスティバル
参加者数

0 713 790

11,687 26,348

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

25,662

あいずみファミリ－スポ－ツフェスティバル
事業費

0 1,250 1,494

パークゴルフ場利用者数

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 7,656 8,906 9,150

（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 7,656 8,906 9,150

事業の対象 　全町民

総合計画の
主要施策名

　町民スポ－ツの推進とスポ－ツ交流事業
根拠法令 地教行法第２１条第１３号

事業番号 23

事業の目的 　町民の生涯学習の一環として町民の健康維持と体力づくりの契機とする。

事業の内容 　あいずみファミリースポーツフェスティバルの実施。パークゴルフ場の運営。

事業評価シート

事務事業名 　保健体育事業 担当課名 社会教育課
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令和５年度

単位

団体

千円

グラウンド照明更新工事 千円

千円

総合評価

判定説明
及び考察

Ｂ 着実に取組みができており、成果に繋がっている

　開放施設の利用団体数は減少しているが、町民の生きがいづくりや健康増進、体力向上のため、スポーツ活動の場所
の提供は、今後においても重要と考える。利用環境の向上と適切な施設の維持管理ができている。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

グラウンドバックネット改修工事 - 8,452（西小） -

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

施設利用団体 64 65 54

グラウンド照明更新設計業務 2,970（西小）

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

- -

- - -

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 2,970 8,452 -

（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 2,970 8,452 -

事業の対象 　全町民

総合計画の
主要施策名

　スポ－ツ・レクリエ－ション施設の整備充実及び管理体制の
充実

根拠法令 地教行法第２１条第１３号

事業番号 24

事業の目的
　①町民の生きがいづくりや健康増進、体力向上を支援するとともに、町民の交流機会を創出する。
　②老朽化が進む町民グラウンドの夜間照明施設（照明灯・コンクリート柱）の計画的な更新を行うことによ
り、利用環境の向上とスポーツ活動の促進を図るとともに、利用者の安全を確保する。

事業の内容
　①地域におけるスポ－ツの場として、学校体育館、グラウンドの地域開放
　②町民グラウンドとして開放しているグラウンドのバックネット及び学校開放改修工事

事業評価シート

事務事業名 　社会体育、施設開放事業 担当課名 社会教育課
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令和５年度

単位

団体

団体

団体

総合評価

判定説明
及び考察

事業評価シート

事務事業名 　スポーツ普及活動支援事業 担当課名 社会教育課

事業の対象 　全町民

総合計画の
主要施策名

　スポ－ツ・レクリエ－ションの支援・指導者の育成
根拠法令 地教行法第２１条第１３号

事業番号 25

事業の目的 　誰もが気軽に参加できるスポ－ツの機会の提供

事業の内容 　総合型地域スポ－ツクラブへの支援、スポーツ協会・スポ－ツ少年団等の育成・支援

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 2,720 2,720 2,720

（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 2,720 2,720 2,720

43

スポ－ツ少年団 20 20 20

スポ－ツクラブ

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

スポーツ協会 13 13 12

31 43

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　新型コロナウイルス感染症が、５類へ移行したことにより３団体が活発に活動できるようになった。
前年度に増加したスポーツクラブの教室数を維持しながら、子どもから高齢者まで幅広い年齢層からの参加者を迎え、
生涯スポーツの一躍を担っている。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する
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令和５年度

単位

回

回/人

総合評価

判定説明
及び考察

事業評価シート

事務事業名 　史跡勝瑞城館跡保存活用事業 担当課名 社会教育課

事業の対象 　全町民及び県内外からの来訪者

総合計画の
主要施策名

　史跡勝瑞城館跡の保存活用
根拠法令 地教行法第２１条第１９号

事業番号 26

事業の目的 　史跡勝瑞城館跡保存活用計画に従い、本町の文化遺産のシンボルである勝瑞城館跡の保存活用を推進する。

事業の内容 　史跡勝瑞城館跡の本質的価値を顕在化し、それを最大限活かした整備・活用を進める。

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 32,774 34,001 38,074

（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 13,988 17,442 11,421

常設

連続講座・シンポジウム 4/40
ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ：1/80
連続講座：3/40

連続講座：3/30

企画展示

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

発掘調査報告書の刊行 整理作業の実施 整理作業の実施 整理作業の実施

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

勝瑞城館跡整備事業
遺構整備
事務所・展示室の整備

遺構整備
整備工事実施設計
排水施設整備
史跡の公有化

常設
常設

企画展を4回

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

Ｂ 着実に取組ができており、成果が上がっている

　勝瑞城館跡について、その保存・整備を図り、町民が歴史文化遺産とふれあい、親しめるよう遺跡の持つ価値を最大
限に活用することにより、県域の文化活動の拠点をめざしたい。
　活用にあたっては、その本質的価値を広く伝える必要があり、その方法についても考えていく必要がある。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する
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令和５年度

単位

総合評価

判定説明
及び考察

事業評価シート

事務事業名
　文化資源保存活用推進事業
　(日本遺産、奥村家住宅、犬伏家住宅)

担当課名 社会教育課

事業の対象 　全町民及び県内外からの来訪者

総合計画の
主要施策名

　町内の文化資源の発掘、保存活用の推進
根拠法令 地教行法第２１条第１９号

事業番号 27

事業の目的
　顕在化している素材だけでなく、潜在的な地域資源についても整理・評価し、それらを広く有効に活用す
る。

事業の内容 　文化財の保存及び活用を総合的かつ計画的に行う。

区    分 令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

事業コスト 　事業費（千円） 26,590 71,326 17,166

（一部事業以外は
人件費を除く）

　うち一般財源等（千円） 22,367 25,949 14,913

主屋耐震補強実施設
計、藍染体験場の補修

犬伏家住宅の調査整備 保存活用計画の検討
自動火災報知器設置事
業補助

消火設備設置事業補助

奧村家住宅の保存整備

事業の評価

　必要性（住民のニーズに変化があるか。事業を行う必要性があるか）

　　増加 　　横ばい 　　減少

　目標達成度（計画どおりに目標を達成できたか。）

　　かなり減少

  有効性（施策や運営方針等目的の実現に寄与しているか。）

　　十分寄与する 　　概ね寄与する 　　 あまり寄与していない 　　できていない

　経済・効率性（事務効率化、コスト縮減しているか。）

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない

文化財保存活用地域計画の作成
文化財保存活用地域計画
の作成に向けた協議の実

施

文化財保存活用地域計画
の作成に向けた協議の実

施

文化財保存活用地域計画
の作成に向けた協議の実

施

事業実績・成果
（指標）

名    称 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績

日本遺産事業の推進
サポーター会議の実施
普及啓発事業の実施

サポーター会議の実施
普及啓発事業の実施

魅力増進事業の実施
会員市町による連携展示
を実施

西座敷の耐震改修実施
設計、解説板等の改修

西座敷の耐震改修工
事、ｴﾝﾄﾗﾝｽ等ﾘﾆｭｰｱﾙ

　　できていない

　　十分できている 　　できている 　　あまりできていない 　　できていない

Ａ 優れた取組が多く、十分成果が上がっている

　現在、指定されている文化財等、顕在化している文化遺産のみでなく、未指定の文化財やその周辺環境までを一体的
にとらえ、住民・地域・行政などの多様な主体が連携して調査・保存・活用に関わる事業を行い、確実に文化財を次世
代につなぎ、地域振興に寄与することを目指し、文化財保存活用地域計画の策定を進めている。

事業の方向性

　　さらに重点化する

評価委員会
意見

　　現状のまま継続する

　　見直しのうえ継続する

　　事業の縮小を検討する

　　休止、廃止を検討する
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